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供給の天井に近づくインバウンド需要
― 質への転換や地域分散が重要に ―

【ご照会先】調査部 研究員 古宮大夢（komiya.hiromu@jri.co.jp , 090-8513-7177）
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（１）政府は「訪日客数6,000万人・訪日消費額15兆円」を2030年目標に掲げ、第５次観光立国推進
基本計画を策定中。インバウンド需要は堅調に推移しており、訪日客数は2025年も過去最高を
更新し、4,000万人を上回る見通し（図表１）。

（２）こうしたなか、大阪や東京では客室供給が天井に接近。国際線が多く発着することもあり、東
京と大阪の宿泊者は半数近くが訪日外国人。万博開催期間の大阪では、安定稼働率の上限とさ
れている客室稼働率85％に迫る月が増加（図表２）。

（３）今後、供給面の制約が一段と強まる可能性。「爆買い」が流行語となった2015年にかけても客
室稼働率が上昇し、東京や大阪では90％を超過した経緯。2010年代後半は東京五輪の開催など
を見据えて、企業は客室供給力を拡大（図表３）。もっとも、今次局面では客室供給の増加が
頭打ちとなっているほか、建設業や宿泊業が深刻な人手不足に陥っていることから、供給面の
改善余地は小。

（４）今後、供給制約の強まりが訪日需要の拡大をより抑える恐れ（図表４）。需要面の推計では
2030年に訪日外客数が5,500万人に達する一方、2027年には東京と大阪の年間客室稼働率が
85％と、宿泊供給の天井に接近する見通し。東京と大阪の宿泊供給が天井に到達すれば、訪日
需要の増加幅は半減する可能性も。2030年目標の達成には、高付加価値化による一人当たり消
費額の引き上げやインバウンド需要の地方分散に重点を置くべき。
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（図表2）客室稼働率の推移
供給客室数（稼働率85％）

（資料）観光庁を基に日本総研作成
（注）客室稼働率の85％は、事業者側のマネジメントや客室のメンテンナン

スに伴い、年間を通じて全客室をフル稼働させることは難しいことから、実
現可能な稼働率として設定。日本政策投資銀行［2024］、「2030
年北陸ラグジュアリ―ホテル需給推計」などを参照。
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（図表1）訪日外国人数（年率換算）
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（図表3）客室供給力の推移
（万人泊）

（資料）観光庁を基に日本総研作成
（注）後方12ヵ月移動平均。客室供給力＝宿泊者数÷稼働率×100。
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（図表4）訪日外客数の推計（年率換算）
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（資料）日本政府観光局、観光庁、日本銀行、世界銀行、IMF、各国統
計局を基に日本総研作成

（注１）需要推計の詳細は次の文献を参照。後藤［2024］、「インバウン
ド需要は今後も拡大へ ― 「量から質へ」、求められる構造的な課題へ
の対処 ―」、日本総合研究所、リサーチ・フォーカス、No.2024-056。

（注２）供給推計は、2025年の宿泊供給力に基づいた試算。日本人宿
泊数は横ばいと仮定し、訪日外客数の需要推計に基づいて稼働率を
推計。2027年までは需要を吸収した後、2028年からは東京と大阪
が客室供給の天井に達して横ばいで推移し、その他の道府県は需要
推計の増勢に沿って推移するシナリオ。
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